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新並会第 8 号

平成 23年 7月 20日

＼iJ 

在来線の存続 ･地域の振興 ･発展をめざす地域の会連結会

代表 仲田 紀夫 様

妙高と信越本線を考える会

代表 岡山紘一郎 様

在来線と地域のあり方を考える直江津 ･頚城の会

代表 仲田 紀夫 様

大糸線と北陸本線を守る会

代表 丸山 明三 様

在来線を守る三市連結会

代表 尾崎 靖弘 様

新潟県並行在来線株式会社

代表取締役社長 嶋津 忠裕

｢新潟県並行在来線の運行の課題と方向性｣に関する質問書について (回答)

Lttij

平成 23年 6月 30日付けでいただいた標記質問書について､別紙のとおり回答いた

します｡

弊社といたしましては､今後とも沿線住民の皆様との対話を重ねながら､できるだけ

地元ニーズに即した運行形態を検討してまいりたいと考えております｡

今回のように事前のお話もなく､期限を切って質問書を送付されましたことは､やや

唐突の感が否めませんが､貴会の趣旨をくみ取り回答させていただきました｡

今後は､当方としても､こうしたことがなくてもよいよう､対話によるご理解に一層

努めてまいりたいと思いますので､ご協力をお願いいたします｡
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別紙 新潟県並行在来線株式会社

ご質問

1.先般発表された ｢運行の課題と方向性｣は､どのような経過

で出され､新潟県や上越市､妙高市､糸魚川市とどのような協

議をされたか､明らかにしていただきたいo

2.｢遅行 の 課題と方 向性｣に盛 られ た施策実現には多くの財源を

必要と し ますOそ の財源 につ いて 関係者と具体的にどのような
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回答

｢運行の課題と方向性｣については､昨年､弊社が実施した対話集

でお聞きした地元要望を踏まえ､これまでの検討状況や､並行在 会等

える運行関連の課題､対応の方向性について､ _地元の上様と 来線が抱

うためにお示 し 意見交換を行

また､新潟県とは､運行サービスと資金計画 したものです○ (財源確保

つていることから､｢ )は密 _接に関わ運行の課題と方向性｣の公表に先立って協議を

いますD 行ってなお､沿線三市に対 しても事前に説明してお り､その後も必要に応 じ情

報提供等を宥 つていますo地元の要望を実現する運行サービスを持

が重要なことから､県に対し､ -幹線 続的に提供するには財源の確保

要望しています一 新潟市方面と上越 . 岱付魁の返没等を含む対策の望‡をo 糸魚川市

で代秤できるものではない 方面を結ぶ晒箇列将軍については､新幹線 

針 ことから､北峨新酔紬開業後も引き続キ⊥旦笠 

1/...iTTl.T L.一 Lとし. た Hと考えてい ､しては､並足正rノ 冊滋 だ萱_t .
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) 一 .夏山 I =

) こ ! 
新調鼎並行在来線株式会社 

4.乗客の利便性向上のためには､会社間の相互の乗り入れが必 ますは､隣L ..tの迦行俺闇時の基本的な運行形態をr 1 )ぬるこJt aめる必班! i


要ですO JR .北越急行 .隣接会社とどの程度協議をされたの とから､.新潟県とともに隣県と定期的に協議を行っていま


でしょうか○ すo
その上で､ JR線との乗り入れや､必要に応じ､現行乗り入れ

を行っていない北越急行との相互乗り入れについても､県と連携し協議を行ってい

5.農社社長は､北陸本線にディーゼル車の導入を明言していま きますo 弊社どしましては､現状､利用需要に対して過大とな

すが､電車との比較のシミュレーションを明らかにして頂きた 本線の車両数の適正化を図り っている県内北陸

いo たいと考えていますo現行の運行は､ 3両編成単位の老朽化した交

直両用車で行っておりますが､最新の交直両用車に更新したとしても､車両の性能上 1両単

はできませんo 位の運行一方､ディーゼル車は 1両単位での運

期投資､維持管理費が低減できるほか 行が可能で､交直両用車よりも初

込めることなどから ､貨物からの線路使用料の増収が見

6 ( 三陸鉄道の其崎 トンネル ､その導入を提案しているものですo■...長大 トンネル 頚城 トンネル)をワンマンのディーゼル列車 (65 
が運行されている事例があるのでしょうか. 一 陸縦貫鉄道の十二段 トンネル ( km )でディー57k, . ､東北大審災で現在運休中)や秋田内m

行われていますo ゼル車のワンマン運転がなお､ トンネルの長さによるディーゼル

また､長大 トンネルのワンマン運転 ( 車車の運行を制限する法令 .規制はありません○ 電 )は､北越急行の赤

7.石勝線 (JR北海道)で､事故がありましたが､乗客の避難､ ル (10.5km)等で行われています○ 倉 トンネ

誘導､排ガス対策を明らかにされたい○ 安全性の確保については､十分に留意して検討していきますo石勝

線の事故については､現在調査中の事故原因やそこから必要とされる安全対策が､国から示され
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新潟県並行在来線株式会社 

8.地蔑 .雪崩 .土砂崩壊 .浪害等災害時の対策復旧について､ 大規模災害からの復旧は､鉄道会社や自治体の力だけでは困難であるこ

どのようにお考えでしょうかo とから､国の支援が必要不可欠と考えていま

すoなお､第三セクター鉄道会社及び関係県においても､国に対し

大衆災に関する鉄道の復旧支援について要望されたところであ ､東日本

用に対する国庫補助率の嵩上げが検討されていると聞 り､復旧費

9.貨物列車の事故 .トラブルの対応について､どのようにお考 いていますo本県並行在来線区間の貨物列車の運行管理は､弊社

えでしょうか 一般的には､事故 .トラブルに伴う運行手配や､応 で行うことから､

の指揮のもとで実施すべ 急的な復旧作業は弊社

きものと考えていますoなお､事故 .トラブルの対応等を含む運行の安

JR貨物等と十分に協議を行 全確保については､今後､ 

10.新駅は自治体が設置すると言われていますが､当該自治体と って万全を期していきます○今のとこち一､自治体による具体的

どのような協議をされているのでしょうかo な新駅の設置計画はありません○今後､自治体からの具体的な要請があ

で示した事 った場合は､｢運行の課題と方向性｣

lH.老朽 iir両のリニューアル､ホームの段差解消は､ JRにやつ 項に配慮しながら､協議していきますo先行開業した並行在来線で

てもらってから諏漉されるべきではないでしょ は､車両については､通常､現行運行してい

.日日か uください○ うかOお考えを る車両が譲渡されていますo-今後､ JRとの間

で必要な車両の譲渡について協議を進めるほか､北陸本線では､ディーゼル車の新造

導入も含め検討を進めていきたいと考えていますoホーム段差については､運行する碑両の種類に応じ､必

_,r の解消をJ Rに求めていきます○ 要なホ-ム段差ちILI
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北陸新幹線(新潟県区間)に係る合意書

新潟県と国土交通省は､北陸新幹線の予定通りの開業に支障が生じるこ

とがないようお互いが努力すべきであるという共通認識の下､次のとおり合

意した｡

1.国土交通省は､別添の｢北陸新幹線(新潟県区間)に係る対応について｣に

示された内容を誠実に履行する｡

2.今回の合意を受け､新潟県は､速やかに､北陸新幹線の整備に係る事莱

費の負担の支払い等必要な措置を講ずることとする｡

3.今後とも両者は､北陸新幹線の予定通りの開業に支障が生じることがない

よう､必要な協力を行うこととする｡

以 上

平成24年2月17日

国土交通大臣

新 潟 県 知事
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匪園

北陸新幹線 (新潟県区間)に係る対応について

1.並行在来線への支援について

(1)並行在来線に対する支援について

沿線自治体の同意によってJRから経営分離された並行在来線につい

ては､当該地域の力で維持することが基本となるが､並行在来線の厳し

い経営環境については､国としても強く認識しているところであり､新

潟県における並行在来線についても同様であると理解している｡

そのため､従来より､地域交通ネットワーク及び貨物鉄道ネットワー

クの維持を図る観点から､新幹線貸付料を財源とした貨物調整金の交付

を通じて並行在来線の支援を行ってきたところである｡

特に､今年度からは､JRが支払う新幹線貸付料に並行在来線の経営

分離効果が含まれていることなども勘案し､制度の大幅な拡充を行うこ

とにより､並行在来線の支援を強化することとしており､北陸線 (新潟

県区間)もその対象となる｡

(注 :貨物調整金の財源については､整備新幹線建設財源の確保及び地

方負担の軽減を図る観点から､ 10年間の措置として､(独)鉄道 ･運

輸機構特例業務勘定の剰余金をもって充てることとされている｡)

一方､信越線 (新潟県区間)については､現在､貨物列車が運行して

いないため､貨物調整金制度の対象とならないものの､JR貨物の許可

区間となっており､緊急時も含めた全国的貨物鉄道ネットワークの維持

を図ってゆく等の観点からの支援制度が必要であると認識 している｡

このため､同線についても､貨物鉄道ネットワーク維持等の観点から､

整備新幹線に係る貸付料を活用し､貨物列車走行可能な設備維持への支

援､同線の特殊事情を考慮した豪雪対策への支援等､新潟県の並行在来

線に係る負担を軽減するために必要な支援を行うことと致したい0

(2) JRによる協力 ･支援について

並行在来線-のJRの支援は､JRと自治体との交渉が基本となるが､

国としても､並行在来線維持の観点から､｢整備新幹線の整備に関する

基本方針 (平成21年12月24日)｣(3)(丑の趣旨を踏まえ､関係 JRに

対して､開業前 暮開業後も含めて､できる限りの協力と支援を行うよう

要請してゆくことと致したい｡

(3)並行在来線の健全経営確保について

以上の措置により､厳しい条件下においても､新潟県内の並行在来線
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匪頭
が､健全な経営に向けて最大限の努力をする体制を整えられるよう､国

としても必要な配慮､協力を行うことと致したい｡

2.いわゆる ｢停車駅問題｣について

整備新幹線は､その公共インフラとしての性格上､地域の振興に寄与す

ることが必要である｡そのような観点から､整備新幹線開業後の沿線地域

における利便性の維持向上に向け､まず､国において十分な運行本数の確

保に必要となる車両基地等施設の整備に向けた措置を講ずることと致した

い｡併せて､関係JRに対しては､当該施設整備等を踏まえた沿線地域の

利便性の維持向上に資するダイヤ設定の工夫等を行うよう奨励して参りた

い｡

さらに､開業後の沿線地域の利便性の確保に向けて､国及び新潟県との

問で年度内に県内駅への停車等の問題に関する協議の場を設置するととも

に､その結果を踏まえ､国から関係JRに対し､必要な助言を行うことと

致したい｡

3.地方負担の軽減について

整備新幹線の建設中の区間については､引き続き工事費の縮減に努めて

いるものの､建設物価の上昇等を原因として工事費が増額しているところ

であり､地方財政の厳しい状況を踏まえつつ､今後とも､予定どおりの完

成 ･開業を目指し着実に整備を進めていくためには､地方負担の軽減を図

りながら不足財源を確保していく必要があると認識している｡

こうした点を踏まえ､これまで貸付料を財源として行ってきた北陸新幹

線 (高崎 .長野間)の建設債務の償還や貨物調整金の交付について､今後

は鉄道 .運輸機構の特例業務勘定の資金を活用することにより､貸付料を

整備新幹線の建設費に充当することとし､その実現を図るための所要の法

案を国会に提出､既に成立､施行されたところである｡

これを受け､今年度から､貸付料を整備新幹線の建設費に充当すること

により､整備新幹線の整備における地方負担の軽減を図っていくことと致

したい｡
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平成24年2月 17日

国土交通省鉄道局長 久保 成儀 嘗侮pJ'

新潟県交通政策局長 坂井 康

新潟県の並行在来線に対する支援について

国土交通大臣と新潟県知事との ｢北陸新幹線 (新潟県区間)に係る合意書｣(平成24年

2月 17日付け)に基づき､国土交通省は新潟県に対し､新潟県からの支援要望等 (開業後

30年間で780億円)に相当する支援措置を行うこと.とする｡

なお､その具体的な内容等について検討するため､平成23年度内に協議の場を設置し､

平成24年中に結論を得ることとする｡
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3 

直江津駅構内。雑草から右側が不要。 

高田駅。右の待避線が不要。 

上下とも、旧関山駅。こんなもの譲渡され

ても使い道がない。 

上下とも二本木駅。下のホームの先に上の

ホームが続いている。 
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北陸新幹線の建設に伴う並行在来線 (信越本綿長野-直′エ津間)

の取扱いについて

平成 8年 12月25E】の ｢整備薪幹綿の取扱いについて｣政府与党合意において､北

陸新幹線長野～上越間が標準軌新線 (フル規格)による新規着工区間として決定された｡

建設着工する区間の並行在来線については､従来とおり､開業時にJRの経営から分

錐することとされており､並行在来線の経営分軌 こついての沿線地方公共団体の同意が

着工の条件となっているO

並行在来線とffる信越本線長野-直江津間は､地域住民の重要な生活路線であり､経

営分碓後の取扱いについては､下記の基本的な考え方に基つき沿線市町村及び長野県等

と十分協議 し､対応 していくものとする｡

記

1 基本方針

北陸新幹線の建設によって､JR東E]本から経営分篠される並行在来線 (信越本線

長野-直江津聞)については､沿綿市町村の協力を得ながら､県が責任をもって存続

を図る0

2 並行在来線の取扱い

(1) 経営分鰍 こ当たって､市町村の財政負担は､財政力の許す範囲内にとどめる｡

(2) 並行在来線の経営主体については､信越本線 (長野～直江津間)の沿線市町村及

び長野県等と協議し決定する｡

(3) 運行形態等の具体的内客については､沿線住民の利便性を確保することを基本と

して､沿綿市町村及び長野県等と協議 し決定する｡

(4) 並行在来線は豪雪地帯に立地し除雪経費が多額となり､また全国の第三セクター

鉄道のほとんどが巌しい経営状況であることなどを踏まえ､経営主体の健全な経営

の確保を図るため､国に対し､関係自治体とともに積極的に支援制度の確立を要望

し､その実現に努めるo
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上記のとおり確認する｡

平成 9年 10月13日

' :.:-.J ..l .

上 越 市 長 宅 地＼ 衝

新一-井 市 長 大 麻 大 桑 p

中 郷 村 長 言 屯 右 TL

妙 高 村 長

菱巧紺転

妙高 高 原 町 長 伺 - 級 - 君戸
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